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10. おわりに                （以上、次号にて掲載予定） 
  
4. 適用初年度第1四半期連結財務諸表における「未認識項目」の開示状況 
 4.1 総 説 
 平成 24 年（2012 年）5 月に企業会計基準委員会（ASBJ）から公表された企業会
計基準第26号「退職給付に関する会計基準」（以下、本会計基準と略す）および企業
会計基準適用指針第25号「退職給付に関する会計基準の適用指針」（以下、本適用指




算関係」については、実務上困難な場合を除いて平成26 年 4 月 1 日以後に開始する































記の状況を検討し、さらに、⑤同じく適用初年度の平成 26 年 3 月期の第 1 四半期報
告における四半期連結財務諸表での「退職給付に係る負債」を取り上げたい。 
 
 4.2 未認識項目に関する開示状況 






















こで未認識項目関係を適用した上記 35 社中 32 社について増減額を示せば、「表１」
のとおりとなる。32 社中その他包括利益累計額が「減少」したと開示した会社が 26
社（81.25％）、逆にその他包括利益累計額が「増加」したと開示した会社が4社（12.5％）、


















(A)/(B)  (%) 
1 シンクレイヤ △41 1,851 △2.22 
2 日本サード・パーティ △15 1,734 △0.91 
3 味の素 △26,887 691,710 △3.89 
4 日清食品ホールディングス 255 315,026 +0.08 
5 野村総合研究所 「影響は軽微」 290,862  － 
6 参天製薬 △1,713 165,132 △1.04 
7 伊藤忠テクノソリューションズ △1,915 165,980 △1.15 
8 東海ゴム工業 △961 172,918 △0.56 
9 LIXILグループ △4,822 566,312 △0.85 
10 鉱研工業 △21 1,371 △1.58 
11 デンソ  ー △21,959 2,426,861 △0.90 
12 日東電工 △18,462 491,628 △3.76 
13 川崎重工業 △20,389 349,881 △5.83 
14 島津製作所 △3,312 173,429 △1.91 
15 ヤマハ △10,716 229,636 △4.67 
16 長瀬産業 △982 237,806 △0.41 




△30,261 2,021,625 △1.50 
19 T&Dホールディングズ 適用せず 919,746  
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20 九州電力 28,773 557,799 +5.16 
21 北海道電力 10,643 190,403 +5.56 
22 因幡電機産業 記載なし 77,137  ？ 
23 日立化成 △4,410 313,404 △1.41 
24 日立金属 △8,068 259,865 △3.10 
25 日立建機 △14,266 416,671 △3.42 
26 日立工機 △2,997 110,520 △2.71 
27 日立国際電気 △7,730 85,162 △9.08 
28 クラリオン △892 22,002 △4.05 
29 日立メディコ △6,262 75,030 △8.35 
30 日立ハイテクノロジーズ △18,267 267,189 △6.84 
31 日立キャピタル △8,254 288,894 △2.86 
32 日立物流 △3,816 174,904 △2.18 
33 日立機材 △171 15,764 △1.09 
34 川重冷熱工業 4,009  
35 ハウス オブ ローゼ 5,623  
（出所） 早期適用各社の平成26年3月期第1四半期報告書を基に筆者作成 
   ※ 表中の△印は、減少またはマイナスを意味する。 
 







































 そこで、早期適用に踏み切った 35 社のうち、「計算関係」を変更した 32 社の平成










1 シンクレイヤ 期間定額基準 給付算定式基準 
2 日本サード・パーティ 期間定額基準 給付算定式基準 
3 味の素 期間定額基準 給付算定式基準 
4 日清食品ホールディングス 期間定額基準 給付算定式基準 
5 野村総合研究所 期間定額基準 給付算定式基準 
6 参天製薬 期間定額基準 給付算定式基準 
7 伊藤忠テクノソリューションズ 「計算関係」を早期適用せず 
8 東海ゴム工業 期間定額基準 給付算定式基準 
9 LIXILグループ 期間定額基準 給付算定式基準 
10 鉱研工業 期間定額基準 給付算定式基準 
11 デンソ  ー 期間定額基準 給付算定式基準 
12 日東電工 期間定額基準 給付算定式基準 
13 川崎重工業 期間定額基準 給付算定式基準 
14 島津製作所 期間定額基準 給付算定式基準 
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15 ヤマハ 期間定額基準 給付算定式基準 
16 長瀬産業 期間定額基準 給付算定式基準 





19 T&Dホールディングズ 期間定額基準 給付算定式基準 
20 九州電力 期間定額基準 給付算定式基準 
21 北海道電力 「計算関係」を早期適用せず 
22 因幡電機産業 「計算関係」を早期適用せず 
23 日立化成 期間定額基準 給付算定式基準 
24 日立金属 期間定額基準 給付算定式基準 
25 日立建機 期間定額基準 給付算定式基準 
26 日立工機 期間定額基準 給付算定式基準 
27 日立国際電気 期間定額基準 給付算定式基準 
28 クラリオン 期間定額基準 給付算定式基準 
29 日立メディコ 期間定額基準 給付算定式基準 
30 日立ハイテクノロジーズ 期間定額基準 給付算定式基準 
31 日立キャピタル 期間定額基準 給付算定式基準 
32 日立物流 期間定額基準 給付算定式基準 
33 日立機材 期間定額基準 給付算定式基準 
34 川重冷熱工業 期間定額基準 給付算定式基準 








 5.2 割引率の見直し 
 退職給付債務は退職給付見込額のうち、期末までに発生していると認められる額を
割り引いて計算し、勤務費用についても退職給付見込額のうち当期に発生したと認め


























 そこで、早期適用に踏み切った 35 社のうち、「計算関係」を変更した 32 社の平成









1 シンクレイヤ 言及なし － 
2 日本サード・パーティ 言及あり 具体的記述なし 
3 味の素 言及あり 「残存勤務期間に基づく割引率か
ら単一の加重平均割引率へ変更」 
4 日清食品ホールディングス 言及なし － 
5 野村総合研究所 言及なし － 







7 伊藤忠テクノソリューションズ 「計算関係」を早期適用せず 
8 東海ゴム工業 言及なし － 
9 LIXILグループ 言及あり 具体的記述なし 
10 鉱研工業 言及なし － 
11 デンソ  ー 言及なし － 
12 日東電工 言及あり 具体的記述なし 
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13 川崎重工業 言及なし － 





15 ヤマハ 言及あり 具体的記述なし 
16 長瀬産業 言及あり 具体的記述なし 








ープホールディングス 言及なし － 
19 T&Dホールディングズ 言及なし － 
20 九州電力 言及なし － 
21 北海道電力 「計算関係」を早期適用せず 
22 因幡電機産業 「計算関係」を早期適用せず 







24 日立金属 言及なし － 
25 日立建機 言及あり 具体的記述なし 







27 日立国際電気 言及なし － 
28 クラリオン 言及あり 具体的記述なし 
29 日立メディコ 言及あり 具体的記述なし 
30 日立ハイテクノロジーズ 言及あり 具体的記述なし 
31 日立キャピタル 言及あり 具体的記述なし 
32 日立物流 言及なし － 
33 日立機材 言及なし － 
34 川重冷熱工業 言及なし － 
35 ハウス オブ ローゼ 言及あり 具体的記述なし 
（出所） 早期適用各社の平成26年3月期第1四半期報告書を基に筆者作成 
 













 5.3 適用初年度における期首時点の利益剰余金の増減額 
































 1 当該会計基準等の名称 
 2 当該会計方針の変更の内容 
 3 当該経過措置に従って会計処理を行った旨及び当該経過措置の概要 







 そこで、早期適用に踏み切った 35 社のうち、「計算関係」を変更した 32 社の平成





































1 シンクレイヤ △33 1,101 △3.0 
2 日本サード・パーティ 102 723 14.1 
3 味の素 △6,975 482,501 △1.4 
4 日清食品ホールディングス △2,094 257,067 △0.8 
5 野村総合研究所 軽微 305,058 － 
6 参天製薬 227 151,001 0.2 
7 伊藤忠テクノソリューションズ 「計算関係」を早期適用せず 
8 東海ゴム工業（現在は、住友理工に
社名変更） 1,406 136,064 1.0 
9 LIXILグループ △4,822 259,851 △1.9 
10 鉱研工業 81 44 184.1 
11 デンソ  ー 29,903 1,933,814 1.5 
12 日東電工 △2,348 439,650 △0.5 
13 川崎重工業 △11,125 198,528 △5.6 
14 島津製作所 △3,283 117,053 △2.8 
15 ヤマハ 7,062 140,473 5.0 
16 長瀬産業 △671 199,160 △0.3 
17 みちのく銀行 △972 10,420 △9.3 
18 MS＆AD インシュアランスグルー
プホールディングス △30,261 353,506 △8.6 
19 T&Dホールディングズ 647 221,597 0.3 
20 九州電力 18,822 252,415 7.2 
21 北海道電力 「計算関係」を早期適用せず 
22 因幡電機産業 「計算関係」を早期適用せず 
23 日立化成 △941 259,230 △0.4 
24 日立金属 △425 192,500 △0.2 
25 日立建機 953 199,779 0.5 
26 日立工機 △738 90,222 △0.8 
27 日立国際電気 △4,141 48,118 △8.6 
28 クラリオン △342 △1,444 △23.7 
29 日立メディコ 1,533 42,377 3.6 
30 日立ハイテクノロジーズ △2,353 220,474 △1.1 
31 日立キャピタル △92 235,504 △0.04 
32 日立物流 △2,446 139,115 △1.8 
33 日立機材 216 7,451 2.9 
34 川重冷熱工業 △146 1,329 △10.9 
35 ハウス オブ ローゼ △67 4,379 △1.5 
（出所） 早期適用各社の平成26年3月期第1四半期報告書を基に筆者作成 










 そこで、早期適用に踏み切った 35 社のうち、「計算関係」を変更した 32 社の平成












1 シンクレイヤ 「影響は軽微」 △314 
2 日本サード・パーティ 1,270千円の損失の減少 △21,059千円 
3 味の素 「影響は軽微」 14,445 
4 日清食品ホールディングス 「影響は軽微」 5,936 
5 野村総合研究所 「影響は軽微」 10,510 
6 参天製薬 「影響は軽微」 7,814 
7 伊藤忠テクノソリューションズ 「計算関係」を早期適用せず 
8 東海ゴム工業 
（現：住友理工に社名変更） 19百万円の利益の増加 1,889 
9 LIXILグループ 「影響は軽微」 9,195 
10 鉱研工業 「影響は軽微」 51 
11 デンソ  ー 「影響は軽微」 102,150 
12 日東電工 「影響は軽微」 19,854 
13 川崎重工業 「影響は軽微」 16,752 
14 島津製作所 53百万円の利益の増加 1,191 
15 ヤマハ 「影響は軽微」 6,164 
16 長瀬産業 退職給付費用は減少してい
るが、「影響は軽微」 4,169 
17 みちのく銀行 損益への言及なし 2,266（経常利益） 
18 MS＆ADインシュアランス 
グループホールディングス 77百万円の利益の増加 118,070（経常利益） 
19 T&Dホールディングズ 16百万円の利益の増加 47,074（経常利益） 
20 九州電力 128百万円の損失の減少 △56,352 
21 北海道電力 「計算関係」を早期適用せず 
22 因幡電機産業 「計算関係」を早期適用せず 
23 日立化成 「影響は軽微」 7,503 
24 日立金属 「影響は軽微」 8,730 
25 日立建機 「影響は軽微」 9,559 
26 日立工機 「影響は軽微」 602 
27 日立国際電気 20百万円の損失の減少 △549 
28 クラリオン 「影響は軽微」 △417 
29 日立メディコ 「影響は軽微」 △1,815 
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30 日立ハイテクノロジーズ 「影響は軽微」 14 
31 日立キャピタル 「影響は軽微」 7,752 
32 日立物流 「影響は軽微」 3,026 
33 日立機材 「影響は軽微」 868 
34 川重冷熱工業 「影響は軽微」 △74,052千円 
35 ハウス オブ ローゼ 「影響は軽微」 1,359千円 
 （出所） 早期適用各社の平成26年3月期第1四半期報告書を基に筆者作成 



















No. 会  社  名 損益に与える影響額の営業（経常）
損益に対する割合（％） 
2 日本サード・パーティ 6.0 
3 東海ゴム工業（現：住友理工） 1.0 
14 島津製作所 4.5 
18 MS＆AD インシュアランスグループホー
ルディングス 0.06（経常利益比） 
19 T&Dホールディングズ 0.03（経常利益比） 
20 九州電力 0.2 
27 日立国際電気 3.6 


















































































































































































































































































































   ※ 「△」印は、マイナスを意味する。 







































for Investors’ NETwork）より閲覧） 
 
（2015年9月4日受理） 
 
